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1. 研究科・専攻の概要・目的 

 

1-1 専攻の概要 

本プログラムを実施した専攻は，知能・機能創成工学専攻

（以下，知機専攻という），マテリアル生産科学専攻（マテ生

産専攻），ビジネスエンジニアリング専攻（BE 専攻）の 3 専

攻である．主たる専攻の知機専攻は，材料分野，生産分野，

制御機械分野を融合し，知能・機能を持つ新しいデバイス

やシステムに関する研究開発と，その最先端分野を担う人

材育成を目的に， 1997 年度に大阪大学工学研究科内に

設立された．マテ生産専攻は材料分野から生産分野に渡る

基礎領域の教育研究を担う専攻であり，21COE を推進して

いる． BE 専攻は，工学技術者に経営センスを持たせ，新

産業創出の担い手を排出することを目的に平成 16 年に設

立された．  
 
1-2 これまでの教育研究活動の状況等 

1-2-1 教育 

知機専攻，マテ生産専攻，BE 専攻では，学部での工学専

門基礎教育を修了した学生を対象に，博士前期課程にお

いては，講義と研究を通じて高度な専門知識の習得と研究

力の育成に力を注ぎ，博士後期課程では，研究計画の立

案と研究への自主的取り組み，得られた成果の国内外での

発表など，研究活動を主体とした教育に力を注いできた．こ

れら基本的な教育に加え，各専攻は以下の特色ある教育

に取り組んできた．知機専攻(本申請の主幹専攻)は，1997
年の設立時より，工学における実践的かつ総合的教育とし

て，企業の協力を得ながら，少人数グループによる

PBL(Project Based Learning)教育に取り組んできた．PBL は

学生の勉学へのモチベーションや自主性の育成において，

高い効果を持つ教育方法で，欧米のトップクラスの大学に

おいては比較的早い時期から導入されてきた．この PBL を

社会連携型PBLとして9年前に日本の大学院として初めて

導入したのが，知機専攻である．   
この産学連携型 PBL では，企業から最新の製品開発テ

ーマの提供と，指導者の人的協力を得ながら，技術の発想，

調査，試作，評価の一連のプロセスを体験する．これは工

学研究と産業との密な関係を学ぶ機会になっているだけで

なく，企業のへ就職に際して，即戦力となれる人材育成の

ための，オン・ザ・ジョブ・トレーニングにもなっている．また

毎年の追跡調査において，卒業生や企業から高い評価を

受けており， 2001 年度には，この先進的な取り組みに対し

て，「日本工学教育協会第 5 回工学教育賞」を受賞するとと

もに，朝日新聞（同年8 月8 日）に大きく掲載された． 
また，上記の産学連携 PBL では最初に企業から最新の

製品開発テーマが与えられるが故に，テーマ設定のトレー

ニングができない．産業界のニーズを察知し柔軟な発想で，

テーマそのものを設定する能力を磨くために，ベンチャー

ビジネスプランなる授業を導入している．これは関西経済

連合会の新事業・ベンチャー支援組織である IIS(新事業創

出機構)との連携により実施している授業で，学生は企業や

会計に関する外部の専門講師の講義を受けた後，自ら起

業につながるアイデアを考え，その可能性を調査し，授業

の最後のコンテストで評価を受ける．このほかにも，知機専

攻では，学外に専攻の魅力をアピールする最先端ロボット

を用いた短期創成型演習や，英語力やコミュニケーション

力の向上を目指した， 6 ヶ月から 1 年の国外大学への留

学･授業履修(EU-JPN交換留学生パイロットプログラム)に取

り組んできた． 
マテ生産専攻では，材料･化学分野における 21 世紀

COE プログラムを通して，博士期課程の学生を対象とした

エリート教育プログラムを実施し，学生の自立心と国際感覚

を育てる海外武者修行プログラムや，外部研究機関との密

な連携を図るブーメランプログラムに取り組んできた．  
BE 専攻は，工学と経済双方に通じた人材の育成を目的

に，企業からの連携教員も含めた実践的教育(OJE)や，経

済学研究科との連携による MOT 教育に取り組んできた． 
 

1-2-2 研究 

研究においては，マテ生産専攻が基礎的な工学分野での

研究を展開し，知機専攻が機械と材料の融合領域分野に

おいて，知能・機能を持つ新しいデバイスやシステムを創

成してきた．マテ生産専攻における研究は，日本の材料研

究を代表するものであり，21世紀COEへの採択もそれを裏

付ける．知機専攻においては，融合領域研究の代表的分

野であるロボット工学において，世界的に注目を集めてい

る．具体的には，平成18 年度における 3専攻の論文数は，

５２２本であり，その獲得研究資金は学外経理を含めてお

およそ９億円に達し，受賞件数も６０件を数える．教授３５人

からなるグループとしては，きわめて高い研究アクティビテ

ィである． 
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1-3 人材養成目的 

当該専攻では日本の他大学に先駆け，学生の創造性・自

主性を養う PBL 教育に取り組んできたが，この新しい教育

プログラムでは，この PBL をさらに充実・発展させ，研究機

関における研究開発や企業における製品開発を先導でき

る人材を養成する．特に，高いコミュニケーション能力と，研

究能力を持ち，国際的な場で活躍できる人材，経済に精通

し，社会のニーズを把握できる実践能力を持った人材，課

題設定力，解決力，即戦力に富みリーダシップを発揮でき

る人材を養成する． 
 
2 教育プログラムの概要と特色 

 

2-1 プログラムの概要 

本事業では，上記の能力を有した若手研究者・技術者育成

実践型教育プログラムとして，先導的教育研究融合プログ

ラム(Pioneering Integrated Education and Research Program, 
PIER プログラムまたは PP と略する)と呼ぶ精鋭人材育成プ

ログラムに取り組んだ（図１）． 

 
図1 本教育プログラムの構成 

 
プログラムは，博士課程前期及び後期の双方にまたがっ

て，一貫した教育体制の基に実施される．その大まかな履

修プロセスは次の通りである．当該専攻に所属する修士１

回生は必修の基盤 PP を受講し，その後，より高い専門性を

磨くために，各自の興味と適正に応じて，リーダ養成PP，産

学連携 PP，国際交流 PP を選択履修する．各履修者には，

修士・博士論文の主査と２名の副査が割り当てられ，これら

主査・副査の指導を受けながら，自らの適正を判断し，PP
を選択履修する．  

履修者全員が最初に履修しなければならない基盤PP は，

本プログラムの基礎となる PP である．履修者は，企業から

提供される最先端の製品開発テーマの基に，課題設定能

力，解決能力を磨くと共に，製品開発に必要な工学的応用

力を磨く．すなわち，基盤PPは産学連携型のPBLでもある．

また，履修者はこの基盤 PP において，履修者 3 名に対し

て企業指導者 1 名，本学教員 2 名という少人数教育体制の

手厚い指導のもとで，発想･設計･開発･評価の一連のサイ

クルを体験する．これにより，それまでに学んだ工学技術の

活用方法を理解し，工学技術の習得により深いモチベーシ

ョンを持つようになる．企業から提供されるテーマの例とし

ては，先端高機能医療材料の開発，先端リニアアクチュエ

ータの開発，プラズマ工場用制振端制御機器の開発，高機

能乳児用ベッドの改良 ，先端ロボット(介護支援ロボット)の
開発などがある．  

基盤PP に続く 3 つの高い専門性を養う PP の一つである

リーダ養成 PP では，与えられた目標の達成において，

様々な技術を統合的にとらえ，目標達成に向けた計画を立

案し他者を先導する，産業界におけるリーダーとなるべく人

材を養成する．その養成においては，リーダ養成セミナー，

OJE 授業や MOT 授業を取り入れている．  
産学連携 PP では，産業界における要求を理解し，高い

実践能力を持つ研究者・技術者の養成を目的としている．

この PP では，３ヶ月程度以上の産学官連携プロジェクトへ

の参画や企業への派遣（大学院生の研究インターンシッ

プ）を履修の要件に取り入れている．履修者は大学にはな

い実践的な環境に身を置くことで，社会のニーズに応じた

研究開発とその方法論を学ぶことができる．  
国際交流 PP では，海外で通用する高いコミュニケーショ

ン能力を持つ，国際的な技術者・研究者の養成を目的とし

ている．この PP では，約１ヶ月以上の海外における共同研

究の実施を履修の要件に取り入れている． 
各 PP の履修判定は，面接と提出された成果報告書を基

にして行う．履修判定を含め，これらの各種PP は，各PP の

責任担当教員，学生管理担当教員，FD セミナー担当教員

から構成される教育管理組織（図 2）によって，管理運営さ

れる． 

 
図2 教育管理組織 

 
2-2 プログラムの特徴 

PIER プログラムは，研究科・専攻間連携体制による精鋭研

究・技術者育成プログラムである．知機専攻が日本の他大

学に先駆けて取り組んできた PBL 教育を発展させた，基盤

PP を核にして，マテ生産専攻と BE 専攻が従来から取り組

む，国際的な人材教育と産業に精通し，起業を目指せる人

材教育を発展させた，3 つの高い専門性を養う PP によって，

履修者の資質を磨き，高い研究能力，実践能力を持つ，研

究・技術者を養成する．このように本プログラムの特徴は，

研究・技術者に必要な基礎トレーニングと，各自の資質に

応じた高い専門性トレーニングの 2 段階構成になっている
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点である．  
また，本プログラムは全くの未経験で取り組んだプログラ

ムではなく，すでに国内他大学に先んじて取り組んできた

先端的教育プログラムを，3専攻の協力により，より進化した

PIER プログラムとして統合・発展させたものである．特に，

産学連携型PBLは一般の授業とは異なり，企業との合意や，

実施環境の準備などで未知の部分が多く，その実施には

手間と時間がかかり，その効果を得るにも数年の経験が必

要である．知機専攻はこの産学連携 PBL に十分な経験と，

履修者と企業の双方から高い評価を得てきた．故に，それ

をより高度に発展させた本プログラムに取り組むことができ

たと考える． 
 
3 教育プログラムの実施状況と成果 

 

3-1 PP の実施と運営 

 

3-1-1 PP 企画運営室の設立と各種PP の推進 

まず全てに先んじてプログラム事業の円滑な推進のため，

図 2 に示すPP 企画運営室の設立した．このPP 企画運

営室の主な役割は，既存カリキュラム改定，各種セミナ

ーの計画・実施，各種 PP の参加者募集，選抜方法の検

討，プログラムの評価，認定書の発行，学生管理・指導，

ガイダンス等である．それぞれについて，実施状況と成

果を以下の3-1-2から，3-2-15に記す(参考資料：文部科

学省「魅力ある大学院教育」イニシアティブ２００５年

度～２００６年度、先導的教育研究融合プログラム最終

報告書、大阪大学大学院工学研究科、知能・機能創成工

学専攻、マテリアル生産工学専攻、ビジネスエンジニア

リング専攻、２００７年３月（以下「最終報告書」とい

う。）pp. 17-121）． 
 
3-1-2 カリキュラム改正と実施状況 

各種 PP を支える基礎学力の充実を図るカリキュラムの

改正を行った．この基本的な改正は，学生の個性・応力・

資質に柔軟に対応できる多様なニーズに沿った実践的な

カリキュラムの実現，各種 PP の基礎・応用学力の充実の

ための授業内容の統廃合，３つの PP には指定されたコ

ア授業群の設定と連携化，演習型授業群・対話型授業・

課題解決型授業・課題設定型授業・コンテスト型授業

の導入，クウォーター制の一部導入，教員の教育負担

の均一化である．これらの改正したカリキュラムを別添

資料に示す．（参考資料：最終報告書pp. 18-20） 
 
3-1-3 教材開発と遠隔講義システムの構築・実施 

まず，教育用備品として，PC(50 台)とプロジェクタ(12 台)
を購入し，既存の設備併せて，学生 1 人あたり 1 台の

PC を確保することで，PC を用いた効率的な学習環境を

実現した． 
そして，その PC 上で用いる教材として，熱力学デー

タベースを利用した相平衡・化学反応の演習システム

を開発し，マテ生産専攻の基盤 PP であるマテリアル科

学創成工学 I&II のテキストを作成した．これにより基盤

PP の基となる PBL への取り組みが遅れていた，マテ生

産専攻やBE専攻において，基盤PPを円滑に実施する

ことができるようになった． 
一方，社会連携型 PBL で先行する知機専攻におい

ても問題だったのが特許調査である．Web 等による検

索では時間がかかり，効率よく特許調査が行えなかった．

基盤 PP において時間を節約し，より完成度の高い演習

結果を得るために，特許検索システム ATMIS-IR NET
を導入した．このシステムは，概念に基づく検索やアン

カーマップによって，検索した特許を分析することが可

能で，関係する技術の世界的な動向を短時間で把握で

きる．登録者数は 190 人であり平均アクセス数は 2 アク

セス/day，取得情報は 10 件/アクセスであった． 
本プログラムの実施に当たり，もう一つ必要とした設

備は，遠隔講義システムである．リーダ養成 PP では，他

のキャンパスに組織を構える経済学研究科の授業との

連携が必要とされ，多くの企業の協力をえて実施される

基盤 PP では，企業との密な連絡網が必要であった．こ

のため，以下の 3 つの遠隔講義システムを構築した． 
リーダ養成 PP における遠隔講義システム：遠隔講義

システム（Polycom VSX-7000，液晶 TV，ノート PC，液晶プ

ロジェクタで構成）を工学研究科 R1-312 室（吹田キャンパ

ス）経済学研究科法経棟 509 セミナー室（豊中キャンパス）

に設置した．経営に卓越した工学研究者の養成には，経済

学研究科と連携した講義群の充実が必要である．この遠隔

講義システムを用いて，産学連携 PP とリーダ養成 PP で

必要とされる経済学研究科の MOT（技術経営）等の講義

を平成 18 年4 月より遠隔講義として施した（図 3）． 

 
図3 遠隔講義システムを用いた授業風景 

 
基盤 PP における遠隔講義システム：産学連携型 PBL

である基盤 PP の円滑な実施には，協力企業との通信手段

の確保が必要不可欠である．このため平成 18 年度に備品

として TV 会議システム(POLYCOM 社 VSX6000 及び

V500)を導入した．これにより，企業講師が多忙な時期にお

いても，基盤 PP を遠隔で実施することが可能となり，企業

の負担も軽減され，より多くの企業の協力を得やすくするこ

とができた．  
リアルタイムマルチメディア通信システム：履修者を

海外の大学や研究機関に長期派遣する国際交流PPや，ま

た国内企業に履修者が滞在する産学連携 PP およびリーダ

養成PPでは，履修者と主査・副差が定期的に対話できる環
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境が必要になる．また単なる映像通信ではなく，CAD シス

テム等と連動して，映像とともに３次元データ等をリアルタイ

ムに共有できるシステムが望ましい．このため，図 4 に示す

インテリジェント端末（Sun A42-XHB4C2）を導入した． 
（参考資料：最終報告書pp. 24-31） 
 
3-1-4 知的財産権関連の整備 

企業の協力を得る基盤 PP の実施では，企業における製品

開発の最新テーマを導入することが望ましい．しかし，一方

で，企業との間に守秘契約等を結ぶ必要がある．従来は曖

昧であった企業と大学間の契約関係を整備すると共に，知

的財産関係の授業を行い，履修者にもその重要性を認識さ

せた．企業との守秘契約には履修者も個人として名を連ね

る必要があるが，この契約行為そのものも，履修者にとって

は知的財産の重要性を認識する貴重な経験となる． 
（参考資料：最終報告書pp. 32-34） 
 
3-1-5 PP 申請・履修・判定方法 

機材等の準備の次に必要なのが，本プログラムの申請・履

修・判定方法に関する取り決めである．図 1 に示すように，

必修の基盤 PP を受講した後，履修者は 3 つの PP を選択

履修する．PP の選択は， 3 名の指導教員（配属研究室先

の指導教員（主査）と２名の副査）の指導の基で行い，目的

等を記した書類審査を提出後，ヒヤリング審査に望む．履

修に必要な適切な基礎的な能力を持つと判断された場合

にのみ，履修が認められる．最終の審査においても，学ん

だことを記した書類の提出をおこない，ヒアリング審査を受

ける．（参考資料：最終報告書 pp. 35-61） 
 
3-1-6 ガイダンスの実施 

2年間の本プログラムの実施期間においては，1年目は

上記で述べたプログラムの準備を行い，2 年目の平成

18 年度から履修者を募った．ガイダンス及び学生相談

会は，平成 18 年 4 月 10 行った．また，本プログラムは

継続実施していくが，平成 19 年度のガイダンス及び学

生相談会は平成 19 年 4 月 4 日に実施予定である．（参

考資料：最終報告書 pp. 35-36） 
 
3-1-7 基盤ＰＰの実施 

基盤 PP は，博士課程前期学生に対し平成 17 年度及び 18
年度に実施した．図 4 に示すように，基盤PP では企業から

与えられるテーマのもと，アイデアの創出，特許調査，製品

設計，試作，性能評価，特許取得等，一連のサイクルを学

ぶ．生少人数グループで体験させた． 
平成 17 年度のテーマは，先端高機能医療機器の開発，

先端電子機器の開発，高精度精密制御機器の開発，高機

能ベッドの開発 ，高機能材料開発，先端ロボットの開発等

である (表 1 参照．なお平成 18 年度テーマは知的財産権

の関係で掲載不可)．履修者は，毎週の業務日誌作成を行

いながら，図 4 に示す流れで，演習に取り組んだ．また，テ

ーマによっては，企業の所有する特殊な装置を利用したり，

一定期間集中的に試作に取り組む必要がある．そのような

場合には，夏休みを利用して，企業で演習を行った． 
成果発表は中間発表と最終発表の 2 回を設けた．1 回目

は問題解決のアイデアを中心に報告し，最終評価では試

作と性能評価に至る全てを報告する（図 5）．特に中間発表

では，ポスター形式で自由に討論できる場を設け，履修者

が自らのテーマを超えて議論できる場を作った．  

 
図4 基盤PP の流れ 

 
企業 基盤PPテーマ (2005)

(株)ダイヘン ●●機器に関するリサーチと機器開発

シャープ(株) 高精度●●制御の検討

千住金属工業（株) ●●制御型無鉛はんだ●●の開発

(株)ダイキン空調技術研究所 ●●加湿システムの開発；●●の搬送改良

(株)富士通研究所 ●●対話システムの開発

(株）デンソーウェーブ 産業用ロボット向け●●●●の研究

東レエンジニアリング(株) マイクロ●●の開発

(株)日立グローバルストレージテクノロジーズ Development of ●● method for hard disk drive
松下電工(株) 低ノイズ●●●●の開発

アップリカ葛西(株) ●●ベットの研究開発  
表1 平成17 年度の基盤PP のテーマ 

 

 
図5 平成17 年度の基盤PP 最終報告会 

 
基盤 PP の教育以外の成果として，18 年度では特許 xx

件，特許申請予定 xx 件という，製品化につながる実質的な

成果も上がっている．（参考資料：最終報告書 pp. 63-89） 
 
3-1-8 国際交流PP の実施 

17 年度には，翌年度からの本格的な国際交流 PP 実施に

向けて派遣調査を行った．主な調査先はデルフト工科

大学，ヘルシンキ工科大学，サウスウェールズ州立大学

である．また，国際交流 PP の試行として，大学院生（７

名）をドイツで開催された IK2006 に派遣した．  
 18 年度からは工学研究科の留学生相談室とも連携し

ながら，本格的に国際交流 PP の実施に取り組んだ．留

学生相談室では，これまでに，夏休みに，米国ワシント

ン大学で 1 ヶ月の間，大学院学生が滞在する海外研修

プログラムを実施してきた．この海外研修プログラムは，







         整理番号 ｂ０２７          大阪大学 

   

 

その例として基盤PP における履修者の意見（良い点と悪

い点）を集約したグラフを図 7 に示す．これにより明らかに

なった点を以下にまとめる．  
教育効果：商品開発，グループ学習，実践的授業，会話

などのキーワードに関係する項目が主な指摘の対象となっ

ている．これらのキーワードから履修者は，大学では得られ

ない「商品開発の体験」や学び難い「商品開発手法」を学べ

たと評価している．また，座学ではない「実践的授業」を高く

評価している．さらには「グループ学習」を通じて，多様な

分野の人間から構成されるチーム中で，自らの適正を発

見・育成できたと自覚する者も多い．そして，グループ学習

は，「企業講師とのコミュニケーション」の項目が示すように，

「ものづくり」の業務遂行に必要な意思疎通を常に行うこと

で，コミュニケーション能力の向上に役立つと多くの者が自

覚している．  

 
図7 基盤PP に対する履修者の評価 

問題点：悪いと指摘した点は「重い負担」，「演習の進め

方」，「短い演習時間」，「テーマ」，「能力格差」などである．

「負担が重い」という指摘の反面，もっと時間を費やしたい，

「演習時間が短い」という指摘もある．これらの一件矛盾す

る指摘には，PP の忙しさと PP への参加意欲の間で葛藤が

見られ興味深い．ただ，時間の増強が時間の縮小を大きく

上回っていることから，少々忙しいが PP の教育効果を認め

ていると言える．「演習の進め方」を問題点としている原因

には，未経験講師の問題が推定される．テーマのマンネリ

化を防ぐために，1/3 程度の企業を毎年入れ替えているが，

そのために，未経験の企業講師が 1/3 程度含まれることに

なっている．新しい講師を迎える際には，大学教員のより積

極的な演習への参加が必要であることがわかった．「テー

マ」については，テーマの質と量が体験型授業においては

授業成功の大きな要因となるため，良いテーマと良い企業

を選択することが重要で，履修者もその重要性を指摘して

いる．また，大学の教員にも厳しい批判があることから，ファ

カルティデブロプメントにも同時に力を入れなければならな

い．（参考資料：最終報告書 pp. 163-193） 

3-1-15 教育イニシャチブプログラムの効果 

この２年間という短期間ながら，一定の成果を上げることが

できた背景には，知能･機能創成工学専攻が日本の他大学

に先駆けて取り組んできた，PBL 教育がある． 本教育イニ

シャチブでは，異なる教育経験を持つ３つの専攻がともに

取り組むことにより，このPBL教育をさらに発展・充実させた．

その基本的なデザインは，従来の PBL 教育を基盤 PP と名

付ける基礎的な演習と位置づけ，その先に，国際連携 PP，

産学連携PP，リーダ養成PPの３つの発展型PP を準備した．

すなわち，本プログラム履修者全員に，基盤PP を履修させ，

その適正により，続く３つの発展型 PP を履修させることによ

り，高い専門性と実践力を身につけさせるというものであっ

た．現在も継続的に本プログラムの実施に取り組んでいる

が，2 年が経過した時点で，すでに幾人かの発展型 PP 履

修者を排出し，その効果を確認している． 
 
3-2 社会への情報提供 

3-2-1 パンフレット等の配布と Web ページの公開 

本プログラムの理念と内容を広く社会に報じる目的で，パン

フレットとニュースレターを作成し，研究機関・企業に 317 ヶ

所，および，大学等教育機関に 222 ヶ所に配布した．これ

に加えて，専攻への来訪者や研究室見学者および本プロ

グラムが主催・共催するセミナの参加者に配布し，広報に

努めた．また， Web ページによる情報発信にも努めた 
(URL: http: //www. pier. ams. eng. osaka-u. ac. jp/)．このホー

ムページを履修者への主な情報提供・連絡手段とした． 

3-2-2 テレビ放映 

基盤 PP とリーダ養成 PP の関連授業であるベンチャービジ

ネスプランが，大学における新しい教育への取り組みとし

て，平成 17 年 11 月 28 日に，NHK のニュース番組内で取

り上げられた． 11 分にわたる丁寧な取材で，これをきっか

けに，本プログラムへの取り組みがより広く知れ渡るように

なった． 

3-2-3 論文・著書・解説記事 

本プログラムは取り組み以前から，国内における先導的な

取り組みとして注目を集めてきた．その内容は，以下の論

文・著書・解説記事として公表している． 
1. 大学院イニシアティブ「先導的教育研究融合プログラム」の実施とア

ンケート調査，南埜宜俊，工学教育，54 巻 (2006) 98-104. 
2. 「PBLを大学院教育に組み込む」，南埜宜俊，大阪大学出版会，“学

びに成功する「よい授業」とはなにか”(2006) 156-178. 
3. PIER プログラムでの企業と連携した PBL による実践的大学院教育，
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南埜宜俊，石黒浩，平田勝弘，笠上文男，計測と制御，第 46 巻 
(2007) 37-43. 

 
４ 将来展望と課題 
 
4-1 今後の課題と改善のための方策 

4-1-1 基盤PP の充実 

基盤 PP の先端的な演習内容は，企業の協力によって成り

立っているところが大きい．たとえば試作が必要な場合に

は，企業の装置を利用することが多いため，興味深い発想

を得たとしても，試作に時間がかかり，何度も試作を繰り返

すことは難しい．基盤 PP の理想を追求するなら，発想を瞬

時に具現化する環境が大学にも必要である．発想と試作を

短期間に繰り返すことで，学生はより深い興味を持つととも

に，より本質的な問題に直面することができる．このような環

境は，近年低価格化が進む，ラピッドプロトタイプマシンや，

小型の NC 工作機の導入で実現できる．今後は，大学にい

わばミニ開発プラントを実現し，変革が早い工学分野にお

いて，発想や実践能力において世界を先導できる人材を

育成することを目指すことが重要である． 

4-1-2 国際PP における国際交流室との連携 

基盤PPに続く，国際連携PPの実施においては，その一部

を，留学生相談室と連携して取り組んだ．実際には，相談

室が企画運営する海外の大学での研修を，国際交流PP に

取り込んだのであるが，このような研究科組織との連携は，

本プログラムを継続する上で重要であり，今後は，相談室

の上位組織である国際交流室とより密に連携していく必要

がある．すでに国際交流室等との協議は始めている． 

4-1-3 産学連携PP への地域支援 

産学連携 PP の理想型は，その活動を通して，大阪大学の

学生が地域産業界において重要な役割を果たすことであ

る．単に，企業で共同研究するだけでなく，この産学連携

PPがあるからこそ，地域産業が発展しているという評判を得

ることが望ましい．現在のところ，産学連携PP は教員個人と

企業との関係を基にして取り組んでいるが，今後は，この体

制をより強固にするため，たとえば，関西経済連合会と連携

しながら，地域に根付いた取り組み体制を整えることが望ま

しい． 

4-1-4 国際連携PP と産学連携PP の融合 

本教育イニシャチブプログラムの 2 年間の実施において，

明らかになったことの一つは，国際交流 PP と産学連携 PP
は深い関わりを持つという点である．産学連携 PP は主に国

内の企業への学生派遣を目的としていた．また国際交流

PP は主に，国外の研究機関への学生の派遣を目的として

いた．しかし，国際化が進む産業界の状況を鑑みれば，

“国際版”産学連携 PP として国外の企業へ派遣することも

可能である． 
近年の国際化する企業においては，英語能力が重視さ

れており，入社後，ほぼすべての企業が TOEIC 等の英語

検定試験の受験を，社員に義務づけている．このような企

業の実情に対して，大学においてより即戦力の高い人材を

育成するために，海外の企業での“国際版”産学連携 PP を

実施することが望まれる． 

4-1-5 リーダ養成PP の発展 

本ブプログラムで最も野心的な取り組みだったのが，リーダ

養成PPである．このリーダ養成PPは，工学部と経済学部が

協力して設立した国内でも数少ない BE 専攻が中心となっ

て取り組んだ．リーダ養成セミナ等の開講により，他では見

られないプログラムを実現できたが，多くの改善の余地を

残している． 
本来，リーダの養成は一丁一席にできるものではなく，か

なりの手厚い指導を必要とする．このプログラムの理想的な

形態は，より絞り込んだ人材（スーパーリーダ）に対して，密

な指導体制を整えることである．たとえば，プログラムの進

行に伴い，候補者を絞り込むとともに，残った候補者に対し

ては，数名の教官が共同で指導に当たり，真のリーダを育

成する体制を整える必要がある．  
また，産業界や地方自治体との連携も重要である．リー

ダは大学の環境のみで育つものではない．たとえば，産業

界や地方自治体では近年，起業家養成塾なるものが数多く

開講されているが，こうした取り組みとの連携を考える必要

がある．また，地方自治体が企業と連携して取り組む地域

活性化活動（たとえば大阪市であれば，ロボット関連技術を

中核にした産業の活性化）に参加させることも重要である．

これらについては，すでに大阪市との連携を前提とした話

し合いを始めている． 

4-1-6 ファカルティデブロップメントと学生の資質向上 

学生の成長に伴って，同時に教員側も姿勢を正さなければ

ならない．より質の高い学生を排出するには，より質の高い

教育者と教育環境が必要となることは言うまでもない．故に，

教育イニシャチブプログラムでは，ファカルティデブロプメ 
ントが重要となる． 
これまでの本教育プログラムにおけるファカルティデブロ

プメントに関する取り組みでは，セミナーと関連企業からの

評価を中心としてきた．2 年間の取り組みにおいて，多くの

教員がファカルティデブロプメントの重要性を認識するに至

ったが，今後はこれをさらに進め，たとえば，米国等で実施

されている学生による教官評価も取り入れる必要がある．学

生と教官が互いに評価しあうことで，互いの立場を尊重しな

がらも，互いに発展していくことができる． 
 
4-2 平成１９年度以降の実施計画 

教育イニシャチブプログラムに関する資金的支援は，2 年

間という短期間の支援であったが，従来の教育プログラム

を充実させ，関連の専攻にまで広げることができた．今後

は，上記改善点を考慮しながら，この教育イニシャチブプロ

グラムを当該専攻の自助努力により，継続的に実施してい

く. 
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「魅力ある大学院教育」イニシアティブ委員会における事後評価結果 

 

【総合評価】 

■  目的は十分に達成された 

□  目的はほぼ達成された 

□  目的はある程度達成された 

□  目的は十分には達成されていない 

〔実施（達成）状況に関するコメント〕 

ＰＢＬ（Project Based Learning：課題解決型授業）についての過去の蓄積を効果的に取り

入れ、良く検討された内容を制度的にカリキュラムの改定を行い、難しい課題に関しても教員

の努力により手ごたえを感じるレベルに達している。ＰＰ（Pier Program：先導的教育研究融

合プログラム）という形での実施は波及効果のあるものであり、大学院教育の実質化を進める

上で大きな成果を上げている。 

また、ホームページ、パンフレットの作成等で教育プログラムを広く学内外に公開するとと

もに、学会誌等への積極的な発表を行っており、ＮＨＫで報道されるに至る等、先導的なモデ

ルとしての役割を十分に果たしている。 

今後は基盤ＰＰ、国際交流ＰＰ、リーダー養成ＰＰの各ＰＰの内容を充実・発展させること

によって、一層の展開が期待できるが、教員と学生の負担増、産学連携における大学の主体性

のより一層の発揮等についての配慮が望まれる。 

 

（優れた点） 

・ ＰＰの構成と具体的内容が良く検討されているだけでなく、カリキュラムの改定も行われ

ており、継続的な運営が期待でき、大学院教育の実質化に貢献することが期待できる。 

・ ＰＢＬ等、過去の蓄積を効果的に取り入れ、二年という短い期間にもかかわらず、一定の

手応えを感じられるレベルまで動かしたことは評価できる。 

・ ３つの特色あるＰＰが設定されているが、かなり異質な要素の目的でそれぞれ工夫して効

果を上げるべく努力している。 

・ リーダー養成というのはやや野心的過ぎると感じたし、実際改善の余地も多々あることを

認めてはいるが、まず手をつけてやってみたことはこういう教育のあり方を考えるために

も第一歩になったと考える。 

（改善を要する点） 

・ 継続性を確実にするために、学生と教員の負担増、企業と連携する場合の大学の主体性発

揮への配慮が望まれる。 
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